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1.はじめに

地域活性化の手段として、そして国全体の経済成長の手段として、観光への注目と期待は

年々高まっている。2003年から始まった国レベルでの「観光立国」への取り組みは、その後同

年 4月 からの「ビジット・ジャパン・キャンペーン」の展開や、2006年の観光立国推進法の

制定、2008年に国土交通省内に観光庁を設置するなどに至っている1。 今日の民主党政権でも

観光は経済成長戦略の 1つに盛り込まれた2。 国レベルでこうした取り組みが行われることもあ

つて、地域ではますます観光に注目している。鈴木 0奥村は「観光立国」が追求される中で四

国や松山市における観光の取り組みや地域観光政策を紹介し、西村は地域における観光に基づ

いたまちづくりのあり方や事例を紹介するなど、観光による地域振興をテ∵マとする本は絶え

間なく公刊されている(鈴木・奥村,200Z敷田編著,2008佐々木,20o8西村,2009な D。 ネグ

リとハー トは昨今の資本主義において非物質的労働の重要性を強調しているが値ardt and

Ne頭 ,2000、 観光への注目は、彼らが指摘する資本主義における大きな流れとも軌を一にし

ているといえる3。 こぅした観光への注目は、観光の「陽」の側面に注目をする動きであるとい

えよう。

しかし、観光への注目がこのように高まる上方で、現在、特に温泉観光地は地域経済の不振

と停滞に直面している6久保田は多くの有名温泉観光地で宿泊客数の減少が続き、著名な温泉

旅館も経営破綻に陥る事態が起きていることを指摘している。しかし、こうした状況の中でも、

温泉観光地の中で地域再生に向けた萌芽的な活動が起こり始めており、久保田はこれらの活動

を基盤の 1つとして観光地の再生を目指そうとする観光地の取り組みを紹介している(久保

田,2000。

日本における代表的な温泉観光地である伊豆地域もこうした状況に直面しており、静岡県内

でも地域経済の落ち込みが顕著となっている鮨岡県企画部統計利用室,2009,4‐5ページ。こう

1観光庁ホームページ「観光立国の契機」を参鷹
2首相官邸ホームページ「新成長戦略磋劉彰詩→」、2010年 1月 5日付日本経済新聞朝刊を参鷹
3ネグリとハートは非物質的労働のタイプの 1つに「情動労働」を挙げている。彼らの議論が昨今の観光への取
り組み状況と関連するという見方については、萱野・諸富0009及び諸富徹京都大学准教授との会話で示唆を得
た。
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した状況を踏まえ、2007年度から静岡大学人文学部経済学科の教員で伊豆地域の再生を目指す

共同研究グループを結成し、熱海市、伊東市、下田市を中心に伊豆地域の調査を行いながら、

その成果をしてきた011瀬・鳥畑,2008寺村,2008寺村・鳥畑,2008拙稿,2008寺村,2009亀

これまでの我々の研究の特徴は、地域という視′点に立脚して調査を行つてきた点にある。この

視点に立ってこれまで我々が主に明ら力ヽ こしてきたことは、観光不振に陥ることで伊豆地域が

直面している危機の実態である。ここから明ら力ヽ こなったことは、観光地再生のためには観光

振興だけを議論するのではなく、地域が直面する危機に対応するためのセ
ーフティ。ネットの

実態やあり方も視野に入れながら、政策を考え、再生のあり方を考えていくということである

佃稿,2000。 上述したように観光の「陽」の側面が注目される中で、我々が行つてきた研究は

観光の「陰」の側面に光をあてる取り組みであつた。こうした試みは、観光地における体系的

な地域政策のあり方を考える場合に、少なからず意義があったと考える。

しかし、これまでの我々の研究は、観光地が直面する危機の全体像やその構造を明ら力ヽ こす

るに至っておらず、断片的な指摘にとどまつている。更に、これらを踏まえた観光地再生に向

けた政策のあり方について議論を展開するに至っていない。こうした状況は、先に触れた事例

紹介を中心とする観光振興や観光地再生をめぐる議論でもあてはまる。個別の活動事例やそこ

で活躍するリーダーの理念を紹介する議論は多くあるが、観光地再生のための地域が抱える政

策的課題は何か、自治体の政策はどうあるのが望ましいか、などの諸ノ点まで視野に入れた議論

が十分に展開されているとはいえない。

そこで本稿では、観光地再生を目的とする政策を議論していくための基礎的な視点を得ると

ともに、今後議論を展開していくための土台を固めるべく、観光の経済学的な特徴を踏まえ、

観光地が直面する政策的課題を明ら力ヽ こする。そして、これらの諸点を踏まえた観光地再生の

ための地域政策の可能性や方向性について考察を試みる。この作業を行うにあたつて、本稿は

観光経済学や観光社会学など、観光についての諸研究で蓄積されてきた先行研究のサー
ベイを

行いながら、主に 2009年度に実施したヒアリング調査で得た知見や事実を利用して議論の展

開を試みる。1必要に応じて過去の調査で得た知見や事実も利用していく。

本稿の構成は次の通りである。まず、第 2節では観光の経済学的特徴をめぐってなされた議

論を概観しながら、観光関連の経済活動の基礎的特徴を明ら力ヽ こする。第 3節では(第 2節で

明ら力ヽ こなった諸点を踏まえながら、地域経済の主産業が観光関連産業である観光地で生ずる

4法学科では下田地域における司法サービスの調査を実施してきた共同研究グループがある(静岡大学地域司法

サービス研究会,2008,2009。 今年度よりこのグループの教員も加わり、より学際的に研究を進めていく。
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政策課題や財政需要の内容を明ら力ヽ こする。第 4節では、第 2節及び第 3節の議論を踏まえ、

観光地再生のための政策手段の可能性と方向性について議論をする。具体的には、観光税の導

入と住民や市民主体のまちづくり活動を支援する別府市の政策を検討する。第 5節では、本稿

のまとめと今後の研究課題を提示する。

2。 鍬 の締 鞠 轍

本節では、温泉観光地が直面する政策課題や財政需要、そしてそれに対応する政策を検討し

ていく上で基礎となる、観光や観光をめぐる経済活動の特徴を把握していく。その際、冒頭で

述べたように、これまでの研究が地域という視点に立脚していたことから、本節でもこの視点

から考えたときの観光の特徴を明ら力ヽ こする。

この視ノ点から観光を考えたとき、これまで主に3つの特徴が議論されてきた。第 1に観光は

地域固有財を活用する経済活動であること、第 2に観光は広く産業を内包する経済活動である

こと、第 3に観光需要に影響する要因は複数あるため、地域の側から考えたときにそれらの要

因は少なからず外生変数として捉えられるという点である。以下、具体的に述べていく。

2.1 地域固有財に基づいた経済活動
まず第 1に、観光は地域固有財に基づいて行われる経済活動である。観光とはある場所へ行

き、その土地固有の財やサービスを享受し、楽しむ行為である。したがつて、観光に関わる活

動にとつて地域固有財は欠くことのできない資源である。例えば、石川・大沢は観光関連産業

で主産業の 1つである宿泊業について、宿泊施設に備わる特性の一部として、その土地に固定

しているという施設固2~J性、そして土地や環境に施設が固定していることで施設を移動するこ

とができない非流通鵬 卜定着Dの 2つを挙げている箔り||・ 大沢,1994,96ページ。彼女らの議

論では、宿泊業では土地が重要な資源となるが、それだけではなく、気候や景観なども重要な

要素になる。この点について、宮本は土地やアメニティなどをまとめて地域固有財だと述べて

おり縫鉢フ007,82ページ、これまでの研究では、人々はこうした地域固有財の享受を目的に

観光することが実証されている(Colwen,De山 hg and― bun,2002;Camthers and

Munt2006な D。 したがって、宿泊業だけではなく、観光関連産業は土地などその地域の固

有な財やそれらが有する特徴に依拠した経済活動を行つている。これらが一体となって供給さ

れるサービスは、その地域特有の特徴やその地域の固有な価値に強く規定される側面があると

いえよう。そうであるからこそ、都市であれ農山村であれ、各地域では個々の地域固有財を利
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活用することで、それぞれの方法で観光を軸とした活性化に取り組み、それを実現する可能性

がある。このように、観光が地域固有財を活用した経済活動であることが、今尚地域が観光に

注目し、国も経済成長の 1つの手段として力を入れていることの要因の 1つだと考えられる。

観光関連の経済活動は地域固有財に依拠して営まれているが、この地域固有財の具体的内容

や特徴は何かと考えると、一般的に議論することが難しいことがまず想起される。というのも、

地域固有財の指す具体的な内容は自然環境や歴史・文化、言語など、非常に多岐にわたってお

り、かつ、これらの財はそれぞれの地域ごとに固有の特徴や価値があるからである。そこで、

地域固有財を考えていく上で、本稿では主に文化や芸術関連の財に備わる固有価値について議

論を展開している池■J淳の固有価値論に注目し、池上の議論から地域固有財とは何かを考える5。

池上の固有価値論は、昨今の消費者に「ほんもの」志向があること、そしてこれに基づいた

独自の価値を求める消費行動が、手仕事による財と大量生産された財を同一に扱う従来の経済

学における使用価値論や消費者主権論では十分に捉えられないことを指摘しながら、Aセンの

近代経済学に対する問題提起と機能 0潜在能カアプローチ、そしてJ.ラスキンやWモリスによ

る固有価値論をベースに展開される議論である他上,1996,2000。

池上は、ラスキンの固有価値論において、財にはそれを構成する素材に基づいた固有性があ

り、固有性には生産者の技術や科学的知識が反映された機能性も含まれていること、そして素

材を活かす生産者の芸術的才能や独創性が反映される芸術性も含まれていることに注目する。

その上で、これらのうち、機能性と芸術性が従来の経済学では議論の対象から捨象されてきた

と述べている。更に、固有価値にはそれらの特徴を有する財を消費することで効用を得るとい

う使用価値的な側面だけではなく、それを享受する者とそれを供給する者以外にも広く価値や

便益をもたらす正の外部性があることを指摘している。固有価値の有する正の外部性は複数あ

ることを指摘しながら、歴史的建造物がそこに存在することでもたらされる存在価値や、未来

の世代に文化財を残しておくことで将来芸術が生まれうるとともに、それがなくなればその機

会が失われるという遺産価値、そして芸術(サービス)がそこにあることで、それを利用しない

人や関心を持たない人も誇りなどの感情をもちうるという威信価値などを挙げる。

そして、池上はこうした固有価値の具体的な内容にとどまらず、更に議論を展開していく。

ラスキンによると、地域の多様性を前提としながら、土地には二重の固有価値があるという。

5尚、増田0000bも固有価値論から観光を捉えようとする試みを行つているが、その後池上が固有価値論を深め

ていることや、昨今の観光や観光地の状況の変化があることから、新たに固有価値論から観光を考えることが必

要ではないかと考えたため、本稿では議論を試みた
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1つは食料などの物的な財を生産する生産力という価値であるが、もう1つは、土地が鑑賞と

思索の対象となることで知力を生むという価値である。後者の価値について、池上は、ラスキ

ンが人間による土地管理の必要性を主張している点に注目する0。 池上は、こうしたラスキンの

思想が今日の「地域づくり」の思想につながるものであり、そこに空間設計の思想が含まれて

いることを抽出している。

以上の議論は(固有価値の内容をめぐる議論である。池上は固有価値の内容だけではなく、

固有価値をめぐる個人及び社会論にも議論を展開していく。

池上は、これまで述べてきた内容で構成される固有価値を含んでいる財を利活用するには、

それらを供給する人々、そしてそれらを需要する人々や社会のあり方も深く関わつていること

を指摘する。ここで池上はA.センの議論に着目する。固有価値を有している財は、所有してい

るだけではその特性を引き出すことはできない。それらを評価して十分に享受するためには、

個人の力量や社会のあり方が問われるとともに、伝統や習慣などが必要となると指摘している。

その一例を述べると、固有価値を理解するためには需要する人々がそれを評価する能力が必要

となり、そのためのネットワークが構築されることになるという。そして、財を供給する側も、

自身が持つノウハウを活かしてより良い財を生産し、供給していくためのネットワークが必要

となることも指摘している。このように、池上は財の固有価値の内容だけではなく、固有価値

を有している財を利活用する個人や社会も視野に入れながら固有価値論を展開している7。

以上、池上の固有価値論を概観してきた。先述したように、池上が固有価値論を展開する際

に主に念頭に置いているのは、文化や芸術作品を中心とする財である。しかし、池上は議論を

展開する過程で自然環境や景観にも触れている。そして、そもそもこれらの財も地域固有財の

1つである。したがつて、池上の議論は地域固有財について考える上で貴重な議論を提示して

おり、それを利活用した観光を考える際に重要な示唆を与えている。

6ラスキンによると、人間による土地管理が必要な理由は、土地は人間にとつて自身の健康を維持し、運動をす

る上で必、要不可欠な財であるから、ということである(池上,2003,60ペーガ。
7池上の固有価値論の目的の 1つは経済学の議論を再構築しようとする点にある。本文で述べたように、消費者
の「ほんもの」志向や独自の価値を求める消費行動は、従来の経済学では十分に捉えられなしゝ そこで池上は固

有価値に注目し、これを経済学の議論の中に位置づけることで、こうした消費者の動きを提える枠組みを構築し

ようとしている。この過程では、自身が長年取り組んできた納税者主権に基づいた国家論などの財政学研究や、
「生き加 も視野に入れた個人論と社会論を中心とする人間発達研究も反映されている。池上は自身の議論をフ

ルに活用して、経済学の再構築を試みているといえる。
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2。 2 広く産業活動を内包する観光産業

第 2に、観光に関連する産業活動には様々な産業が含まれており、観光が盛んになるとそれ

らの産業が活性化し、広く地域を活性化させる可能性があるという特徴である。このことにつ

いて述べていく上で、まず観光がもたらす経済効果をマクロレベルで算出している観光白書の

データを概観していく。

『平成 21年版観光白書』によると、2007年度の国内旅行消費額は 23。5兆円であつた。こ

の消費額が国の経済にもたらす経済効果について、直接的な経済効果として付加価値誘発効果

11。8兆円・雇用誘発効果 211万人、間接的な経済効果として生産波及効果が53.1兆円(国内生

産額の 5。6%)・ 付加価値誘発効果23.5兆円銘 目GDPの 5。5%)・ 雇用誘発効果 441万人(全就

業者数の 6。9%)と推計している。

観光の旅行消費による生産波及効果について、白書では旅行・観光関連産業に対してもたら

す直接効果ヤ劫日えて、これらの産業に従事する雇用者の家計消費を刺激し、これが更に広い産

業べ効果をもたらすと述べている。具体的な数値については、上記の 2007年度の旅行消費額

がもたらす直接的な経済効果として運輸業 6。5兆円、宿泊業 3.7兆円等、生産波及効果として

農林水産業 1。2兆円、食料品産業 3.8兆円、飲食店業 2。9兆円と推計している。雇用誘発効果

は農林水産業に46万人、小売業に69万人と推計をしており、直接的な経済効果がもたらされ

る運輸業、宿泊業だけではなく、他産業への波及効果が少なからずあることを指摘している。

また、白書では旅行消費の生産誘発係数を算出し、他産業のそれと比較することで、観光に

おける旅行消費額が国の経済にもたらす経済効果を明ら力ヽ こしている。推計結果によると旅行

消費の生産誘発係数は 1。72で、公共事業投資 1。 96、 科学技術関連投資 1。 63、 情報化投資 1。86

と同程度の大きさであるという。このように、生産誘発係数からも、観光の経済効果を把握し

ている。

以上の推計や計算について、白書では、旅行消費の経済効果についての世界標準的な統計手

法であるT趾 を用いていると述べている。土居によると、T肌 とは国際観光機関CWTO)が出

す「観光サテライト勘定」であるという(土居,2009,第 2彰。ここでは「観光商品」を多くの国

で観光客がいないと存在し得ないか、もしくは消費の水準が著しく減るとされる「観光特有商

品」と、国の事情に合わせて設定しうるもので、観光に関連する商品として
「観光関連商品」

が提示されているという。そして土居は前者に含まれる産業を産業連関表と対応させながら、

静岡県における旅行消費による経済効果を算出しているが、宿泊施設サービスや飲料提供サー

ビスなどの「観光特有商品」は産業連関表の分類に広く対応するとともに、旅行消費額が静岡
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県の第 1次産業から第 3次産業に至るまで、広く経済効果をもたらしていることを計算結果か

ら示している。このように、観光に関連する産業は幅広く、旅行による消費行動は地域内の各

産業に付加価値をもたらす可能性がある。観光関連産業のこうした特徴に国も地域も注目し、

経済振興のための主産業として位置づけてきているのは冒頭で述べた通りである。

2.3 観光需要の要因
これまで観光が地域固有財を利活用した経済活動であり、地域への経済効果も少なからず期

待できることを述べてきた。これらのことだけを考える限り、地域にとって観光ほど望ましい

地域活性化手段はないといえる。しかし、観光はそういう側面だけを備えている経済活動では

ない。地域にとつて扱いが難しい特徴も多分に備えている。3ノ点目の観光の経済学的特徴は、

人々による観光地選択の要因は複数あるため、人々の観光行動の推計や決定的な要因の把握は

困難であるという点である。そして、人々による観光地選択の主要な要因は地域でコントロー

ルすることが難しい外生変数だと考えられる点である。これまでの観光経済学では、計量経済

学的な手法を用いて観光需要の推定を試みる研究が行われてきた8。 これらの議論を概観しなが

ら、どのように観光需要の推計が試みられてきたか、そして観光地の側からどの程度それらの

変数をコントロールすることができるのかを考える。

観光需要を推計するオーソドックスな方法の 1つに、観光支出の価格弾力性や所得弾力性を

計算して把握しようとする議論がある。例えば小沢は、過去の観光経済学における議論を概観

しながら、一般的に観光需要は所得弾力的だという議論がなされてきたことを紹介しているC/Jヽ

沢,1994,第 3斡。小沢によると、観光支出の所得弾力性に関する海外の研究では、観光者の所

得が 1%上昇した場合、約 1。5%以上の観光支出の増加が認められるという指摘や、1.75%の支

出の上昇が認められるという指摘があるという。

しかし他方で、小沢は小旅行やビジネス観光など、目的によつて観光支出の所得弾力性は異

なるという主張もあることに触れている。更に、観光は価格や所得だけではなく、人々の嗜好

などからも影響を受けるという議論も紹介している。観光支出に影響を及ぼす経済的変数とし

て、出発地の変数として個人可処分所得や休暇制度など5つ、目的地の変数として一般価格水

8観光需要の捉え方は複数ある。Limによると、過去の観光需要を推計する研究をサーベイし、従属変数として
用いられてきた変数ヤ動

“

斎峯気67莉、観光支出(54本)が多く、滞在期間や旅行者が宿で過ごした夜の数も用い
る研究があつたというCLim,2006,pp。 54‐50。 Bahar and Kozakに よると観光客が求める商品数で捉える研究も
あるというfBaharandKozak,2008,pp。 95‐90。
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準や供給側の競争の度合いなど4つ、リンク変数として価格差や観光誘致推進努力など3つを

挙げている。

また、Limによると、それまでに国際的な観光の需要を推計する研究について、推計を行う

際に用いられる独立変数は3つから5つの研究が多く、その中で説明変数として用いられてき

た変数は所得、相対価格、質的変数 、移動コストの順で多く、他に通貨価値や季節
′性といつた

変数が用いられてきたというCLim,2006,pp。 56‐ 6D。 尚、Limは観光需要に対して所得の弾性値

について 0。033から14.32、 価格の弾陛値について-0。 15から-7。01の推計結果があることも

併せて紹介している。他に観光需要に影響を与える要因について、Bahar and Kozakは経済的

要因として国民所得と観光需要の所得弾力性など9つ、社会的要因として服装、嗜好や習
J貰な

ど7つ、政治的要因、心理的要因、その他要因を挙げているCahar and Kozak,2008,p。 100。

以上、観光需要を把握する実証研究に注目してきた。これまでに行われてきた観光需要の推

計を行う議論では、価格や所得に加えて複数の変数が用いられてきた。そして、それぞれの変

数の計算する弾性値には幅がある。また、観光需要に影響を与える要因についても複数指摘さ

れている。ここで見た議論の限りでは所得や価格の要因が相対的に注目されてきていることが

わかるが、それだけで捉えるのは十分とはいえない。

次に観光需要に関する理論研究に注目する。人々の観光地選択に関する理論研究では複数の

モデルが議論されてきた。P叩配詭o温職 は、観光地選択の理論モデルとして古典的なミクロ

経済学のモデルと属`性モデルはЮ charact山血s iameworkpの 2つを取り上げている。彼は、

両者は一長一短であるが、前者は選好の離散
′性等が扱えないものの、後者はそれらが扱いうる

と指摘しているCapatheOdOrou,2000。 また、ガヽ沢はこれらのモデルヤ劫口えて観光地選択の確

率モデルを導入して検討し、それぞれのモデルに利点はあるものの、やはり時間的要素を扱え

る点で属′性モデルが優れていると述べているK/Jヽ沢,2000。 このように、観光地選択の理論研究

においては属性モデルを支持する議論があるものの、それぞれに一長一短があることや、観光

者は空間的な視点からも観光地選択を行うているのにそれが反映されていないこと、観光関連

のサービスを供給する供給側の動きも需要者の選択に影響を与えており、それをモデルに組み

込むことができていないという課題が提起されている。

以上、観光需要をめぐる研究動向について述べてきた。実証研究からは複数の変数が観光需

要に影響を及ぼすこと、理論研究からは複数のモデルが提示され議論されていることや、観光

9丁 imは質的変数の例として性別や年齢といつた旅行者の居L旅行の動機、家族の大きさ、目的地の政治的・
社会的な状況などを挙げているCLim,2006,pp.60‐ 61)。
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地選択モデルについて発展の余地があることが指摘されている。これらの議論からいえること

は、地域からその地域の観光需要の推計を行おうとすると、それに影響する要因は複数あり、

かつ決定的要因は旅行のパターンによつて変わるため、需要の推計は困難だということである。

また、それらの要因について、地域で供給される観光関連サービスの価格など一部の要因は地

域で多少のコントロ∵ルできる可能性があるものの、人々の所得水準や通貨価値などの要因は

地域でコントロールすることはできないに等しい。したがって、観光需要を決定する要因は観

光地でコントロールすることが難しいものが少なからずあり、地域にとつて外生変数となるも

のが少なからずあるといえる。このことは、観光は地域から捉えたときに不確実性を伴う経済

活動であることを意味している。

第 2節では観光及び観光産業の経済的特徴について述べてきた。観光は地域固有財を利活用

した経済活動であり、地域固有財には正の外部性や空間設計の思想など、多面的な要素が含ま

れている。更に、固有価値をめぐって社会には人々による諸種ネットワークが必要になる。観

光がこうした経済学的特徴を有することから、各地域でヤ測虫自のまちづくりや地域づくリヘ取

り組むことで観光による地域活性化を図ることが可能である。そして、そこには市民主体のま

ちづくりがなしうる余地があるといえる。また、観光は広く産業を含んでおり、観光が盛んに

なれば広く地域が活性化することが明らかにされてきた。その点で観光は地域経済にとって魅

力的である。しかし、観光需要をめぐる議論では、観光需要に影響を与える要因や観光地選択

のモデルは複数あり、推計は容易ではないことが導き出せる。また、観光需要に影響を与える

変数は、地域にとって少なからず外生変数が含まれることも推察される。この点で地域におけ

る観光関連産業は、地域という視ノ点で考えたときに不確実性を伴っているといえる。

3.観光地における地域政策の課題

第 2節では観光の経済学的特徴をいくつかみてきた6地域から考えたときに、観光は地域固

有財を利活用することができ、かつ地域の産業を広く包含する観光は地域振興を図る上で非常

に魅力的な手段であり、どの地域にも観光によつて地域活性化を図りうるといえる。しかし、

他方で観光需要に影響を与える要因は複数存在し、かつ地域にとつて外生変数たりうる要因が

少なからずある。こうした経済学的特徴があるが故に、観光についてこれまでいくつかの地域

政策上の課題や問題が提起されてきた。本節では、こうした観光をめぐる地域政策上の課題に

ついて、先行研究の議論と事例調査から明ら力|こなつた事実を中心に述べていく。

観光やそれに基づいた地域振興を図る際に生ずる課題について、これまで主に2つ議論され
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てきた。第 1に、観光関連産業の資本が招く観光公害である。第 2に、観光に依拠した不安定

な地域経済構造と、それによつてもたらされる諸問題である。以下、これらの内容について具

体的に述べる。

3。 1

観光公害の問題は早くから指摘されてきた。小池は、営利目的の観光関連サービスを供給す

る企業や資本が逆に人々の観光行為を侵害し、社会的費用が生じている事態を「観光公害」と

称している。具体的な内容として、観光資本による景勝地や文化財など、観光資源の囲い込み

や土地の占有行為を挙げている。これらの行為がなされることで、従来そこに自由に出入りし

て景観などを楽しむことができた機会が奪われたり、観光地の景観が破壊されることがあつた。

観光資本によりもたらされるこうした観光公害に対して、小池は、経済成長一辺倒の経済政策

の中に観光政策が位置づけられていることに要因があることを指摘する(小池,1960。 そして、

観光政策を経済政策から切り離して独立させ、観光に公共的普通性があることを踏まえた政策

を実施するべきだと主張している。その後小池ほ、観光地で生じていた「レジャー汚染」問題

を検討し、観光公害の問題を再提起したC/Jヽ池,1979。 小池は、当時観光地に観光客が押し寄せ

ることでごみが散乱する事態が生じ、交通事故や交通渋滞が頻繁に起きていることが社会問題

化していたことに触れる。小池は、これらの議論の中で、あたかも個人のマナーの悪さや行政

のあり方がこれらの問題を引き起こしているかのような議論があることを批伴Jする。そして、

こうした事態が生じた要因には観光資本が社会的費用を負担していないことに起因するもので

あり、発生源は観光企業にあることを主張している。

このように、小池により提起された観光公害は、Wカ ップの議論に基づきながら観光資本が

引き起こす社会的費用を指している10。 しかし、こうした観光公害は環境破壊などの公害問題

と同様に公的機関によつても引き起こされてきた。宮尾 0土田は、長野県における観光開発は

県の企業局が主導して行い、県内の自然環境が破壊されたことを報告している(宮尾・土

田,197の。

以上、観光公害について述べた。小池が注目した観光公害は、高度経済成長期において地域

が観光振興に取り組む中で、観光資本により引き起こされる問題として議論されていた。小池

の議論の中では捨象されているが、観光資本が負担していない社会的費用は、廃棄物処理費用

Юカップの社会的費用論についてはKapp(1950を 参照のこと。
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や土木費等の増加という形でかなりの程度地域住民や自治体が負担したと考えられる。地域政

策の課題ということを考えると、こうした社会的費用を観光資本が公正に負担する政策が必要

であるとともに、廃棄物処理や道路について観光地特有といえる財政需要があり、それへの対

応も読み取る必要がある。こうした観光公害は、川瀬・鳥畑が指摘した熱海市における景観問

題のように、現在でも地域で課題となっている011瀬・鳥畑,2000。 また、自治体の観光政策に

よってハード整備が進められており、更に昨今広島県福山市の輌の浦で県の事業に起因する景

観問題が提起されていることもあり、宮尾らが指摘した公的機関による観光開発問題も今なお

課題であるといえよう11。

3.2 不安定な観光依存の地域経済構造とそれにより発生する諸問題
次に、観光依存の不安定な地域経済構造とそれに起因する諸問題について述べる。第 2節で

述べたように、観光関連産業は人々の所得など複数の要因の影響を受ける産業であり、地域の

側から観光需要を考えたときに、少なからず外生変数があることを述べた。このことは、地域

にとつて観光関連産業は不確実性を抱えており、不安定な産業であることを意味している。冒

頭で触れたが、これまでに実施した熱海市、伊東市、下田市の調査では、いずれも観光関連産

業が地域経済における主産業となっている状況で昨今これらの産業が停滞し、地域内総生産や

市民所得が静岡県の中でも低い状況にある。この状況を受けて、各都市の地方財政運営は厳し

い状況にあり、公共料金の値上げや公共サービス供給のカットなど、住民の日常生活に影響が

及びかねない状況がみられる。観光が不振に陥ることで地域全体が厳しい状況に陥るという状

況は、伊豆地域全体に共通していると考えられる12。

伊豆地域でみられるような状況は、温泉観光都市の1つである大分県別府市でも認められる

13。 2005年度の別府市の産業別就業人口は、全就業者数 56629人中第 3次産業への就業者が

83。2%、 観光関連産業0日売・小売業、飲食店・宿泊業、サービス菊への就業者だけ抽出して

も全就業者の中で 46。 1%と なっており、別府市も観光関連産業を主産業とする地域経済構造を

112009年 10月 15日付日    間夕刊を参照
122009年 12月 21日 に実施した静岡県下田財務事務所管理課でのヒアリングによると、同所の管轄である下田
市を含む 1市 5町の賀茂地域では、地域全体で住民の所得水準が低く、県税である個人住民税の納税状況が静岡
県の中で低い状況にあるという。このように住民の所得が低いことで住民税の税収が落ちている状況は、これま
で我々が把握してきた状況と一致している。
13男1肺はかねてから熱海市や伊東市と比較されてきた温泉観光都市である(大分大学経済研究所,1959。 現在
の別府市の状況については、2010年 1月 20～22日 に実施し趨 ll府市政策推進課財政係00日 )、 別府市観光ま
ちづくり課01日 )、 ハローワーク別賄02日 )でのヒアリングと資料に基づく。

-22-



有している。市への観光客数は 1976年に記録した約 1312万人の観光客数をピークに減少し、

1993年から微増傾向にあるものの2007年度の観光客数が約 1167万人となつている。観光に

依拠した地域経済構造を有する中で、観光客数が落ち込んで伸び悩むことで、市民所得が落ち

込んで市民税が減収し、法人税、固定資産税も減って市税収入全体が落ちてきているという
14。

このように、温泉を観光資源とする伊豆地域と、温泉観光都市である別府市では、観光関連産

業を主産業とする地域経済構造を有する中で観光客数が減少・停滞することで、地域経済と地

方財政が厳しい状況に直面している。

以上の状況を踏まえて熱海、伊東、別府の各都市の財政状況をみると、共通にみられる特徴

が 1つある。それは、市財政支出において、扶助費が増加傾向にあるという点である。伊豆地

域の都市の財政については、既に我々のグループが論じている011瀬・鳥畑,2008拙稿,2000。

別府市財政については、市財政中の扶助費の比率は2007年度において 27。8%、 2008年度には

28。5%と なっており、いずれの年もJ脚 歳ヽ出の中で一番高い比率を記録している15。

扶助費の中で高い費用項目については地域ごとの特徴がある
16。 しかし、そうした中でも各

市で共通しているのは、ともに高い生活保護率を記録し、生活保護費が少なからずあるという

点である。別府市においては、昨今の扶助費の増加傾向には大分県内でも高い生活保護の受給

状況や高齢化の進行、そして近年の観光の不振があるという。後者については更に、リーマン

ショック以降の世界同時不況が徐々に市の観光関連産業にも影響を及ばしつつある状況もみら

れるという176

伊豆地域における生活保護率が高いことはかねてから指摘されてきた。坂本は 1976年度ま

での静岡県の生活保護率の動向を概観しながら、下田市を含む賀茂地域では恒常的に生活保護

率が高いことを指摘し、その要因の 1つに不安定な雇用である旅館業など観光関連産業に従事

14市政策推進課によると、2006年度の市税収入は、1998年度のそれよりも10億円程度減少しているという。
15市政策推進課資料より。その他の歳出状況は、2007年度の人件費 25.6%・ 投資的経費 12。 0%、 2008年度の

Afe 24.2%、 投資的経費8.4%となつている。政策推進課、ヒアリングを実施した時期はちょうど2010年度

の予算編成時期の最中にあり、2010年予算における扶助費は更に大きくなるであろうというお話を伺った
16川瀬 0鳥畑によると、熱海市では高齢者福祉の支出や生活保護費、医療助成費が増加傾向にある011瀬・鳥

畑,2008,39ペーブ。拙稿では伊東市     力`大きいことを述べた臨 ,2008,35¨36ページ。別府市では
社会福祉法人「太陽のれ があることもあつて独自の障害者支援に取り組んできた経緯があり、国の障害者支援

政策の動向に左右されることがあるものの、障害者支援の支出が少なからずあるという針敏疎推進課ヒアリン

グより)。
17男 1沐耐瘍蘇鋼鎚朝豪ハローワーク別府でのヒアリングより。国東半島までを管轄内としているハローワーク別

府では、この半島に大手製造業が工場を構えており、昨今の製造業不振が市の観光不振に
二部影響している可能

性があることも伺つた。但し、市の観光客の約 25%は福岡市からの観光客であり、東南アジアからの観光客も

少なからずいることから、この影響は限定的ではないかということであつた。
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する労働者が多いことを挙げている(坂へ 1978,52ペーブ。これまで我々分ト プが行つてき

た研究では、昨今の伊豆地域の生活保護率が静岡県内で高い水準にあることに度々言及してき

た。しかし、実際の動向はどうなっているの力ヽ こついては論じていない。そこで、伊豆地域の

一例として、データを入手することができた下田市の近年の生活保護率の推移に注目する乳

図 1に市の生活保護率の推移を示した。下田市は熱海市、伊東市に次いで静岡県内で 3番目

に生活保護率が高い状況にある。図から、市の生活保護率は静岡県の生活保護率を大きく上回

り、かつ上昇傾向にあることがわかる。

図 1 下田市と静岡県の近年の生活保護率の推移

(出

" 
下田        資料より織

下田市福祉事務所の分析によると、生活保護を受けている世帯は高齢者世帯に多いι2007

年度において受給世帯中55.6%を 高齢者世帯が占めている。そして、福祉事務所ではリストラ

18下田市の生活保護率については、2009年 3月 6日 に実施した下田市福祉事務所へのヒアリングに基づく。
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された 60歳前後の無年金者の相談が増えている状況であるという。これに加えて、近年生活

保護率が上昇している要因の 1つに、長期観光不況の影響で雇用状況が悪化していることもあ

る19。 このように、観光地における不安定な雇用環境が生活保護率の背景にある状況は、坂本

が指摘した状況と類似しているといえよう。

このように、温泉観光都市では、地域経済の停滞と高齢化の進行が生活保護率を高め、扶助

費を押し上げる要因の 1つとなうている。こうした状況が生まれるに至った経緯について、こ

れまでに実施した伊豆地域におけるヒアリングでは度々次のことを伺つてきた。伊豆地域の温

泉観光都市では、過去に市外及び他地域から観光関連産業に就業した人々がそのまま住んで働

いてきて高齢化していること、かつこれらの雇用が不安定であることが生活保護率の高さに一

部反映しているということである。その中には女性労働者も少なからずいるという"。

観光関連産業に就業する女性労働やこれらの産業における女性の雇用環境は、かねてから観

光社会学や経済学、地理学などで議論されてきた。これらの分野でほぼ共通に議論されてきた

のは、観光客に対して「おもてなし」をするサービス、即ち「感情労働」を行う女性の労働環

境は以前から不安定であり、かつ、労働の負担が大きい過酷な状況にあるという点である。

まず、観光関連産業が提供するサービスの性質について述べる。第 2節でも触れた石川 0大

沢は、主たる感情労働を提供する場の 1つである宿泊施設の基本的特性として、先に挙げた性

質の他に、事前にストックすることのできない非ストック性や、宿泊客が来訪している時間内

にサービスを提供して消費する瞬間生産性・消費性を挙げている箔り|卜大沢,1994,96ペーブ。

これらは観光客が来たときに対応することが求められるサービスの性質であるため、観光客が

継続的に来なければ必然的に雇用環境が悪化することを意味している。これらの性質は宿泊施

設の基本的特性として挙げられている性質ではあるが、他の観光関連産業にも通ずる性質であ

ろう。

武田は、箱根や熱海の事例分析から、これらの地域の温泉旅館ホテル協同組合や職安が地域

内外からこうした余暇関連サービス業に就業する人々をリクルートする仕組みを作っていたこ

と、そこでの出稼ぎ労働者が中高年の熟練女性労働力であつたことを明らかにしている(武

田,2000。 その上で、熱海市の生活保護率が高いことに注目し、こうしたサービス業に特化す

る地域では、集積する労働力が不安定な雇用環境にあるため、地域における税負担を増すマイ

Ю下田市福祉事務所資利より。
m拙稿0000,36ページ、2008年 2月 19日伊東市財政課ヒアリング、2009年 3月 6日 下田市福祉事務所ヒア
リングより。
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ナス要因を抱えていることを指摘している。高橋は箱根の温泉旅館で自ら働きながら旅館にお

ける:女性労働を体験するとともに、女性従業員にインタビューを実施し、感`清労働の実態を明

ら力ヽ こしている(高橋,200鋭 旅館で提供される「接客マニュアノИが従業員に「女らしい態度」

を強いており、感′情労働ヘジェンダー 0イデオロギーに基づいた労働者統制が作用しているこ

とを指摘している。そして、これに力日えて労働が際限のないものになっており、過剰な搾取状

況が生じていると述べている。更にこれらの雇用条件が不安定で、かつ箱根の住環境が生活し

づらいものであることから、感情労働を担う女性が過酷な状況にあることを明ら力ヽ こしている。

これらの研究は、既に温泉観光地として有名な地域を対象とした事例研究であるが、後藤は

新たに観光で地域活靴 を図ろうとしている過疎地の状況を検証している修翻攀993)。 後藤は

こうした地域で新たに雇用が生まれており、そこで女性が働いていることに注目しながら、や

はり臨時職員やパートの雇用形態が多く、労働時間が長いことを指摘している。更に、過疎地

では女性は観光関連産業で働くことに加えて、日常的な家族労働が緩和されない状況にあり、

女性の負担が増えていることを指摘している。

このように、一般的に観光地では、不安定で過酷な感情労働に女性が就業している。こうし

た状況は日本だけに限らず、発展途上国における観光地でもみられる。安福は海外の観光研究

をサーベイしながら、こうした国々の観光関連産業に従事する女性もやはり過酷な労働環境に

あり、かつ不安定な状況にあることを指摘している飾 ,1997,200の。しかし、安福は他方で、

観光関連産業に女性が就くことで、女性の社会的進出やエンパワーメントにもつながっている

ことを指摘する議論があることに注目している。この論点は興味深く重要であるが、これまで

把握した限りでは、日本国内ではこうした視点に基づいた研究よりも、感情労働を担う女性は

過酷な状況にいることを指摘する研究が多し、

観光関連産業に就く女性労働の研究においては、伊豆地域が事例検証の対象の 1つとなるこ

とが多かった21。 武田の研究は熱海市の事例も分析対象となっている。鈴木は 1955年の伊東市

の労働力について、観光シーズンであった 3～5、 10、 12月 に市への女性の転入が多く、彼女

らが臨時で観光関連産業に就いていたことを推察している鈴木,1958,90‐ 91ページ。その後、

金倉は 1980年前後の伊東市の地域経済を分析する中で、市の就業構造で宿泊業等のサービス

業の比率が高く、これらの産業が雇用機会を提供していたと述べる鬱 ,1989。 しかし、宿泊

21欄 |1県箱根町も同様の状況にある。木下は、1995年当時のデータで都榊 限こおける女性の居住場所をマ
.ッ

ピングしていた際に、箱根町に単身の中年女性が多く居住していることを発見した鉢研ワ009。 その理由を彼女

らカシ総鶴養に就業していると推察している。
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業の雇用状況をみると、常用以外のパート・臨時雇用が多く、そこに就業する女性の比率が高

いことを指摘している。更に、接客業であることや季節性も反映して、労働時間に特徴がある

ことも櫛 している22。

昨今の伊豆地域における宿泊業の就業状況がどうなつているかを把握するため、‐例として

これらのデータを入手することができた伊東市の状況に注目する。図2は伊東市の旅館業に就

業する労働者について、月給者である常用雇用者、時給者であるパートタイマー、臨時雇用の

それぞれの雇用形態に就く男女の労働者数をグラフで示した。図中の項目に含まれている数字

は西暦年である。

2第 2節で触れたLimによる観光需要の推計をテーマとする研究のサーベイでは、これまでの研究の中に季節
性も変数としてモデルに組み込む研究があつたという。しかし、その数はさほど多くなく、相対的に少なかった

こと00本)が報告されているCLim,2006,p.57,図 10。 しかしBa_and hⅢk耳進00Dは、    における
季節変動などの季節性は世界各国で認められており、観光関連の政策の課題の1つとなっている。

図2 伊東市における雇用形態別の男女労働者の就業状況
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図よリパートタイマー及び臨時雇用は一貫して女性労働者が多いことがわかる。常用雇用者

の推移をみると、1978年当時は男性と女性はほヤゴ同数であつたものの、年々女性の上ヒ率が落ち

ていることがわかる。全体の推移をみると、1978年から2008年の 30年間で常用雇用者数が

大きく減少し、2008年にはパートタイマー数が常用雇用数を逆転していることがわかる。

以上、観光関連産業を主産業とする地域経済が不安定であることに起因する諸問題について

述べてきた:これまでに行つてきた研究では、観光が不振に陥ることで地域経済と地方財政が

厳しい状況に直面することを指摘してきたが、本節では、観光関連産業における雇用が不安定

であり、特に女性は不安定な雇用環境の中にさらされていることを述べた。加えて、宿泊業に

おける接客労働のような感情労働は諸種の重い負担を強いており、概して女性は過酷な労働環

境にあることも指摘した。こうしたことと高齢化が進むことで、観光地の財政では生活保護費

などの扶助費が多くなる傾向がある。これらの事実から、観光地では扶助費関連の財政需要が

あり、各種セーフティ。ネシトを再構築・]剣ヒすることが重要な政策課題である。

本稿では特に温泉観光地に注目しているため、これらの政策課題はこうした地域特有のもの

である可能性がある。しかし、観光関連産業を中心とした第 3次産業で供給されるサービスに

は非ストック性や瞬間生産性 0消費性が少なからずあり、「おもてなし」のような感情労働に基

づくサービスが求められることは多分にある。したがつて、第 3次産業が主産業である地域で

は、程度の差はあれ地域経済の内部に過酷さと不安定さを内包しているといえる。温泉観光地

に限らず、観光地経済では同様の政策課題があると考えられる。

以上、観光地における政策課題について述べてきた。観光地においては観光公害による財政

需要、そして不安定な地域経済と過酷な感情労働による扶助費やセーフティ・ネットヘの財政

需要があり、これらに対応するための政策が必要となる。では、こうした政策課題に対して、

自治体はどう対応しうる力Ъ次節ではこの点について議論を展開していく。

4.観光地再生のための政策の可能性・方向性

前節で述べたように、観光地では観光の経済学的特徴を背景に、特有の政策課題や財政需要

が発生する。こうした課題に対して、廃棄物処理や消防といつた一部の公共サービスについて

は、地方交付税の算定係数に人口等が組み込まれることで、財源の一部が保障されている。し

かし、観光関連の活動に対する国や県からの財政移転は多くなく、観光地の自治体では自前の
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財源でこうした財政需要に対応してきた経緯がある23。

こうした状況の中で、観光地がこれらの政策課題及び財政需要に対応する独自の方法として、

少なくとも2つの方法が考える。第 1に、法定外税として観光関連の新税を導入することで対

応する方法である。この方法には料金等によつて対応する方法も含まれている。第 2に、市民

主体のまちづくりや地域づくりを促しながら観光振興を図つていくことで、観光を活靴 させ

ることを目指す方法である。以下、それぞれについて具体的に論じていく。

4。 1 イ現港税の導入

4。 1.1 イ現鶏税の

まず、観光税の導入について検討する。観光地における観光税の導入は、これまでに度々言

及してきた政策手段の 1つである011瀬 。鳥畑,2008拙稿,2000。 上述のように、国は「観光立

国」を目指して観光を経済成長戦略の 1つに位置づけ、各地域も引き続き活性化の手段として

観光に注目している。そして、2000年の地方分権す括法で地方税法が改正され、自治体による

法定外税導入の条件が従来よりも緩和されたこともあつて、自1治体は観光税に注目しつつある。

実際、これまでに山梨県富士河口湖町の「遊漁税」0001年徴収開女0、 東京都の「宿泊税」0002

年徴収開始、岐阜県の 時輩塀琴晰雀潮袖0003年徴収開女0、 福岡県太宰府市の「歴史と文化

の環境税」0003年徴収開女D、 沖縄県伊是名村の「環境協力税」0005年徴収開女0、 など、こ

れまでに導入するケースもある場。そして、世界各国でも主要都市などで観光税が既に導入さ

れており、アメリカでは州レベルでも導入されていることが紹介されてきた(中島,2001;冨

永,2004;塩谷,2000。 こうした動きに研究者らも注目し、経済学や財政学の視点から観光税に

ついての議論がなされ、導入効果を検証する研究が行われつつある
25。 本節ではこれまでにな

されてきた観光税についての議論に注目し、観光税について検討する。

まず、観光税における課税の根拠について述べる。Makは観光税の課税の根拠について、課

23男1府市政策推進課ヒアリングで廃棄物処理及び消防のサービスに対する交付税の措置についてのお話を伺つ

た。大坂と筆者は、伊東市の財政運営を詳細に検証し、市が観光関連の財政需要1巧虫自の財源を用いて対応して

いることを明らかにしている(大坂,1983;拙稿,2000。
2寺前によると、戦前にも奢修税として旅行にかかる「物品鶴 明租や「通イ研殉等の税があったという(寺前,2006,
第 3⇒。
25角本はこれらの税に加えて、高知県などで導入されている 晴謝疎競税」も観光税の 1つと位置づけている。

角本によると、公益的機能を有する森林は観光資源の 1つでもあり、その整備を目的とするこの税も観光税の 1

つといえるという(角本 2000。 観光税を広く捉えれば角本がいうように森林環境税もこの 1っに位置づけること

は可能だと考えるが、この税は観光を主目的に導入されている税とはいえないため、本稿の議論の対象からは外

丸

-29-



税ベースの多様化、租税輸出、経済的レント・超過利潤への課税、市場の失敗の是正の4点を

挙げている餌 ak,2006,ppe253‐ 25つ。1点目について、Makは観光税が政府にとつて重要な課

税手段となりうるとしている。2点目について、Makは観光客が観光地で自治体のサービスを

享受することから、観光客に観光税を課すことは経済的効率性を改善しうることを指摘してい

る。但し、制度設計を公正かつ公平に行わないと諸問題が生ずることも併せて指摘している。

3ノ点目について、観光産業は観光地の立地や自然のアメニティなどに高い価格をつけて、これ

らのもたらす経済的レントを得ようとする。しかし、これらの経済的レントはそこに住む人々

にとってのものでもあるので、課税はこうした経済的レントや超過利潤を捕捉するための手段

となる。4点目について、Makは観光に起因する環境問題を指摘しながら、外部不経済を税制

するための手段として課税を位置づけている。また、観光地をアピールする宣伝費や会議場等

の運営費のための財源調達もこれにあたるとしている。前者について Makは、観光地の宣伝

が功を奏すれば、その地域の人々や企業が皆潤うことから、その地域にとつて宣伝行為や宣伝

費は公共財だとしている。したがつて、宣伝においてはただ乗り行為が生ずる懸念もあること

から、課税が正当化されると述べている。後者について Makは、これらの施設ができれば地

域全体に雇用が生まれて所得が上がるなどの効果が生まれるが、民間資本ではこうした広く生

まれる便益を捕捉することができないので、建設のために補助金等が必要となり、自治体が課

税を用いて建設することになるという。

このように、Makは観光税の課税の根拠として 4ノ点を挙げたが、こうした根拠については朴

も一部重なる主張をしている。朴は自治体で導入されている上記の観光税を概観しながら、そ

れらが観光振興に伴う環境対策や墨盤整備を行う上で必要な財源調達の手段として用いられて

いることを指摘し、こうした課税は自治体が観光客に提供する公共サービスに対する応益的負

担の観ノ点や社会的共通資本の維持管理の観ノ点から正当化されると述べている●卜,2007,12‐ 13

ページ。

以上、観光税の課税の根拠に関する議論を概観した。観光振興等の財政需要や、観光が盛ん

になることで発生する外部不経済の是正という根拠は、前節で述べた観光地特有の地域政策の

課題と重なる議論である。これらの財政需要に対応するための観光税の導入は、観光地の再生

を行つていく上で政策手段の 1つとして検討に値する手段であるといえよう。

4。 1.2 観光税導入への諸課題
前節では観光税の根拠をめぐる議論を概観した。その結果、課税を行う上での根拠は観光
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に伴う財政需要への対応など複数あり、観光地が政策手段の 1つとして導入を検討しうるとし

た。では、観光税は実際に導入が可能かというと、これまでにいくつか大きな課題が提起され

てきている。結論からいえば、観光税の導入は容易ではなく、観光地が望む方法で、かつ経済

学及び財政学的に望ましい税の導入をすることは非常に困難だといえる。以下、本節では観光

税を導入するにあたつて生ずる課題を提起する議論を概観しながら、観光税導入についての諸

論点について述べていく。その際、まず既に導入された観光税を検証する研究を概観しながら、

観光税導入に際しての課題となる諸点を抽出していく。

近年、上述した自治体の観光税に注目し、その制度設計や導入後の効果を検証する研究が公

刊されているZ。 その中で、世利は太宰府市の「歴史と文化の環境税」
27に注目して経済学的・

財政学的視点から本税を推伴J的に検証し、この税に課税に関わる制度設計上の問題と使途の課

題があることを指摘している縦鉢J,200つ。前者について世利は、駐車場間で課税上の不公平が

みられることや、汚染者負担原則も加味された税であるにも関わらず既存のグリーン税制との

整合が図られていないことなどを指摘している。後者については、観光振興や交通体系の確立

に向けた支出の一部が納税行為に対する対価になつておらず、不適切だという指摘をしている。

また、観光税を導入する際には、地域における政治的合意の形成というもう1つの課題があ

る。世利が注目した太宰府市の観光税は、導入に際して特別納税義務者である駐車場事業者か

ら強い反対があり、混乱が生じて政治的合意が形成されるまで時間がかかつたことで、導入時

期が大幅に遅れた経緯があるけ戸,2005水谷,2000。 更にもう少し遡ると、観光税導入に際し

て大論争が巻き起こり、世間から強い関心を引きつけた事例がある。京都市が導入した古都保

全協力税である(奥田,1986田 中,1987牧野,1980。 本税は当時市が抱えていた財政赤字を背

景に法定外普通税として 1985年 7月 に導入され、文化財などの拝観行為に対して拝観料に50

円上乗せすることで、文化財保護や景観・環境保全に用いようとする目的税的な運用を目指し

た税であつた。しかし、特別徴税義務者とされた市内の観光寺院を中心に強い反対が起こり、

1988年 3月 に廃止される郎。これらの反対は拝観ボイコットや法廷での争いにまで発展し、大

%仲地は沖縄県伊是名村の「環境協力税 に注目し、導入後の状況にも触れている(仲地 200つ。大井は太宰府
市の「歴史と文化の動 に注目し、税導入後の導入以降駐車場の利用が 5～10%程度落ちたものの観光需要
への影響は限定的であること、そして税収の使途として観光振興策に7割程度が用いられていることを述べてい

る(六Jt2000。

"本税は法    として導入され、乗用車やマイクロバスなどが     の駐車する行為に対し、乗物
別に一定額を課す税であり、税収は「太宰府市歴史と文化の環境整備     に全額入り、地域振興や観光振
興、交通体系の確立などに使われる目的税的な税である。

"京都市では本税以前にも1956年から7年半実施された
「文化観光施設税」や1964年から5年間実施された
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混乱を招いたという。こうした京都市の経験に注目した朴は、古都税導入に際して生じた政治

的抵抗を考察しながら、観光税を導入する際に生ずる問題は地域の中で民主的に十分に議論し、

できる限り抵抗を回避する政策手段を採用することが必要であると述べている休卜,2007,13‐ 14

ページ。そして、観光税を法定外税で導入することを考える場合に、河村・羽部は、法定外税

導入の成功・失敗の要因に地方議会の態度や首長及び自治体の執行部の積極性といった政治

的・行政的諸条件があることを指摘している鰤嚇す0羽部,2000。 河村らの研究は環境税導入の

事例を検証しているが、法定外税による新税の導入という点で共通しており、重要な論,点を提

起している。

観光税導入に際して地域で政治的合意の形成が困難になる理由の 1つに、観光税の導入がそ

の地域の物価を引き上げ、その結果観光客が目的地を変更することで観光1地全体の減収につな

がる懸念があることが考えられる。欧米では、早くから観光地における価格水準が旅行者の観

光地選択に影響を及ぼすことを実証する研究が行われている。Ruggは欧州の各国を目的地と

した国際的な観光を事例に、先述した属`性モデルに基づいて観光客数の動向を検証した。その

結果、観光地における価格上昇が観光客数に対して負の影響をもたらし、観光客による目的地

変更を促すことを実証しているCRugg,1973)ё Mak and Mttcwは、ハワイを目的地とする観

光客の行動について彼らの滞在期間の長さに注目し、やはり属性モデンに基づいて検証した。

その結果、ハワイにおける物価の上昇が観光客の滞在日時を短くすることを実証しているOIak

and Moncu聴 1980。 また、中島によると、1990年にニューヨーク州で観光税を導入し、更に

ニューヨーク市では市税分 1%を切り上げる宿泊税を導入したところ、ニューヨーク市への観

光需要が37%減少する事態を招いたという。このことで市の観光関連産業と宿泊税収の双方で

減収が生じ、税を撤廃した。すると、市のホテル稼働率が上昇したという(中島,2001,149ペー

ジ。日本においては、林は観光地として地域間で競争する状況において、観光税導入がその地

域の観光地としての競争力に影響をもたらす可能性があることを指摘している翻ッ006,69ペ

ージ。

これらの研究から示唆されることは、第 2節で述べた観光需要全影響を及ぼす要因の 1つで

ある価格の影響が非常に強いことである。但し、観光税を導入した全ての地域でこうした状況

「文化保護特別税」といった観光税の導入を図つたが、その際にも寺院らの強い反対と議論を招いた経緯がある
(大石,195つ。牧野によると、古都保存協力税はこれらの税を下敷きにした構想であったというが、本税に対する
寺社らの反対はこれらの税を導入する際に生じた反対を凌駕するものであったという(牧野,1988,3ページ。
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がみられたという報告がなされた訳ではない
"。
観光税は地域で治的合意がなされれば観光地

にとつては新たな財源調達手段となりうるが、他方で観光振興上の障害となり、旅行者の観光

地選択に少なからず影響を及ばしうるという懸念が生ずることで、地域に混乱をもたらす可能

性がある。こうしたことから、観光税は「両刃の剣」のような政策手段だといえる。

このように、これまでに導入された法定外税による観光税導入の事例が詳細に検証され、観

光税導入に際しての課題がいくつか指摘されてきているが、塩谷は観光税導入の課題を総論的

に整理している。塩谷は上述した 2001年以降に導入された 6つの観光税に力日えて 1976年に

導入された静岡県熱海市の別荘等所有税に注目し、各自治体にヒアリング調査等を行つた。そ

の結果、塩谷は観光税導入に際しての大きな検討課題群として次の 2ノ点を挙げている(塩

谷,2006,45‐ 46ページ。第 1に導入の目的や課税方法に関わる事項である。この事項には導入

の目的の妥当性、使途範囲と税収の可能性、課税額の妥当
J性、課税対象の妥当J性など、全部で

10点の項目が挙げられている。それぞれの具体的内容として、課題の緊急性や目的税・普通税

の選択、使途のあり方や計画性、二重課税の有無の検討などを挙げている。この課題群は、経

済学及び財政学的な視点から提起される課税の制度設計と実際の運用に関わる検討課題を中心

的内容としているといえる。第 2に導入手続き 0調整に関わる事項である。この事項には新税

導入べの推進体制、税収予測、総務大臣の同意要件など4点の項目が挙げられており、特別徴

収義務者の同意取り付けや国の経済政策との不一致などをその具体的内容としている。この課

題群は新税を実現するための政治・行政的要件を含む検討課題だといえよう。以上 2点から構

成される塩谷により提起された課題群には、上記の具体的事例で抽出された課題や教訓も含ま

れており、観光税導入に関わる課題をほぼ網羅した内容となっている。

以上、観光税の導入について検討をしてきた。前節で述べた観光税の課税の根拠をめぐる議

論を把握する限りでは、観光地特有の財政需要に対応を迫られる観光地の側からすれば、至極

妥当な政策手段として捉えうる。しかし、本節でこれまで見てきたように、実際に導入するこ

とを考えると多くの課題があることがわかる。観光税の導入に際しては地域全体で政治的な合

意を取りつけることを目指しつつ、地域の主体や観光客など複数の主体のことを念頭に置きな

がら、慎重な制度設計を検討することが必要となるといえる。

尚、角本は、第 2節で述べたように国が観光振興を図ろうとしていることから、観光税は国

"仲地は、環境協力税の導入に際して伊是名村で大きな反対運動がなかつたと述
べており、その後の経過につい

て観光客数が減少したという報告をしていない(仲地 2000。 東京都の宿泊税についても、宿泊税の課税期間で課

税人員数に大きな変動はなかつたという報告がなされている厳 都主税局,2007,8ページ。
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レベルでの導入を検討する時期に来ていると述べている衝本,200■ 135ページ。また、以前著

者は、伊豆地域では共通の政策課題及び財政需要を抱えている可能性を指摘した上で、伊豆地

域という広域的観点で観光税導入を検討することもありうると述べた佃稿,2008,46パージ。

無論、広域的に観光税導入を検討することはその分政治的合意を形成することがより困難にな

ることは予想される。しかし、複数の地域で観光振興に取り組む「観光圏」が現在全国で 30

あるという状況の中で、それらの圏において第 3節で述べた政策課題や財政需要への対応が共

通の課題になるのであれば、観光税導入が検討課題の 1つに位置づけられることはありうると

考える3%

4.2 市民主体のまちづくりを通じた「地域が観光をつくる」動きと支援策

観光地がそこで生ずる政策課題及び財政需要に対応しながら再生を目指す第 2の方法は、市

民主体のまちづくりや地域づくりを行いながら観光振興を図る方法である。伊豆地域や別府市

では、観光関連産業を中心とする第 3次産業を主産業とする地域経済構造を有している。こう

した観光地では地域活離 のために観光振興は欠かせない。問題は観光が不振に陥つて観光関

連産業が停滞する現在の状況で、これをどう行つていくかというノ点に尽きる。

市民主体のまちづくりや地域づくりを行つていくためのヒントは、第 2節で注目した池上の

固有価値論の中に示されている。池上の議論は、地域固有財の有する価値には正の外部性も含

まれ、かつ使用価値にとどまらない価値内容を有しており、地域づくりにつながる空間設計の

思想も含む内容であった。そして、地域固有財の有する固有価値を利活用するためには、財の

供給側もネットワークを形成して、ノウハウを活用しながらより良い財を供給することが求め

られるという内容であつた。こうした池上の議論から、地域固有財を十分に活用した観光振興

を図るためには、次のようなまちづくりや地域づくりについて 1つの方向性を導くことができ

る。それは、地域固有財を有する地域の側がネットワークを形成して、これらの固有価値の魅

力や可能性を十分に理解するとともに、地域づくりの設計をともに行つていきながら、諸種サ

ービスを観光客に対して供給するというものである。ここでネットワークを形成する主体は住

民や市民、行政や企業といつた地域の主体であることはいうまでもない。いわば、市民や住民

∞ 2010年 1月 28日付日本経済新聞朝刊静岡面で、熱海市力淋彰訓 1県西部地域2市 8町とともに観光圏推進協
議会を設立し、観光圏の設立を目指すという報道がなされた。協議会では当面宿泊プランや広域観光のプロモー

ションに取り組んでいくということであるが、伊豆地域の枠組みではないものの、熱海市を含めて広域的に観光

を議論する枠組みができたことは興味深く、今後の取り組みに注目したしヽ
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も参加した地域づくりを行つていくのが池上の固有価値に基
づいた地域づくりの方向性である。

地域固有財を活用しようとする市民を中心としたまちづくりの取り組みは、伊豆
地域では下

田市で萌芽的な動きが出ている(寺村,2009。 そして、各地でもそうした取り組みは行
われてお

り、昨今の観光関連の図書はそのアイデアやノウハウを紹介する内容が中
心となつている鉄保

田,2008なじ。

こうした状況が各地で見られ始めている中で、市民主体のまち
づくりや地域づくりを支援し、

それを市の観光振興につなげようとする取り組みが別府市で行われて
いる。それは、2004年か

ら開始された「泉都まちづくり支援事業」であり、2006年に改称されて現在まで続
いている「泉

都ツーリズム支援事業」である
31。

この事業は、別府市内で自主的に組織して独自にまちづくり活動を行
つている市民グループ

の活動を支援することを通じて、別府観光の再生を図つていくことを目的と
している。具体的

には、市民団体から観光振興のためのまちづくりや地域づくりの事業を提案さ
せ、それを審査・

評価して財政的支援をするというボトムアップ型の支援事業である。
この事業は、別府市と市

の観光協会、商工会議所、旅館ホテル組合連合会を中心に構成される
「泉都別府ツーリズム支

援事業協議会」が運営している。

事業対象者は次のように規定されている。別府市のまちづくりに関する事業を行
し、次の条

件を満たす 3人以上の団体とし、①別府市に本拠地を持ち、市内で活動して
いること、②組織

の規約及び名簿等を整備していることを条件としている
32。 そして、支援対象事業と補助額は、

表1のように規定されている。

表 1 2009年度「泉都別府ツーリズム支援事業」補助対象事業・補助額

31本事業を中心とする別府市の取り組みの諦田こついては、別稿で扱う予定である。本節
では概要を中心に講 。

2宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体や、暴力団やその構成員の統制下にある団体などは除外されて
い

る。

立
ロ

内容 補助率 上限額

鋤 舌l■4蹄БFヨ ①地域活陛化・観光振興につながるイ
ベン

ト弩諄勇逢

②体験・交流を推進することで地域活靴 、

観光再生につながる事業

③地域資源を保全・活用するためのソフト

蝶

④その他、地域活性化につながる事業で協

議会が認めるもの  _

事業費(補助対象

経動の 23
30万円以内
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2 人づくり。おもてな

し音6Fヨ

①まちづくりのリーダーとなるべき人材、

次世代を担う子供の育成のための事業

②訪れる方々を温かくおもてなしするため

の戦

③その他人づくり。おもてなしの推進につ

ながる事業得協議会が認めたもの

事業費(補助対象

経動の〃5

20万円以内

3 ・活用

部門0ヽ―ド萎籍

①地域資源を保全・活用するためのハード

②その他、協議会が認めるハード整備事業

事業費(補助対象

経動の4/5

50万円以内

(出

"別
府市観光まちづくり課資料より。

尚、事業の申請は 1団体につき 1事業の申請に限られており、2006年度以降 3回以上支援

を受けている事業と同一の事業は支援対象外としている。そして、事業が採択されるまでのプ

ロセスを図 3に示した。

図3 交付決定の流れ
1.ヒアリング :申請内容について事務局でヒアリング

↓
2。 第1次審査 :申請書及びヒアリング内容等に基づき審査

↓
3.公開プレゼン :公開プレゼンテーションにより審査

↓
4.決鮫 献

↓
5.成果発表会 :実施事業の成果を発表にれも公開される)

(出

" 
男1俯市観光まちづくり課資料より。

交付決定のプロセスで特徴的なのは、一部審査過程と事業の成果報告が市民に公開されてい

る点である。公開プレゼンテーションと成果報告会開催の通知は、市のホームペニジ「泉都別

府ツーリズム支援事業」で行われている。

公開プレゼンテーションの審査は協議会が指名した審査委員によつて行われる。2009年度は

学識経験者、地元に詳しい団体理事、大分県東部振興局の職員が審査委員となっている。そし

て、公開プレゼンテーションにおける審査項目とその内容は表 2、 3のように規定されている。

審査項目ごとに○(5′0、 △(3ノ0ヽ ×(1ノ0で評価を行つている。但し「汗かき度」と「ヒアリ

ングポイント」は○(10′0、 △(5′0、 ×(3ノ0で評価をする。この評価の総得点で事業の採択
が決まる。これらの審査項目と内容も、事業募集の時点で市のホームページで公開されている。
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項 目 内容

賊 地域の特性を活かした事業であるか

2 鶴 lla 独自の発想や新たな視点による活動であるか

3 発展力 波及効果や将来的展望がはっきりしているか

②実現性を評価する項目

表2 地域脅性化部門、地域資源保全・活用部門0ヽ―ド事鶏審査項目

(1)事業性を評価する項目

(出所朔可府市ホームページ「平成 21年度「泉都別府ツーリズム支援事業」公開プレゼンテー

ション」より。

こうした審査を経て採択された 2009年度の事業を表 4にまとめた。表に示したように事業

項 目 内容

4 糸断完性 組織力や計画性がしつかりし、継続的な活動ができるか

5 自二L勺 今後補助金がなくても自立していく可能性があるか

6 鮪 自発的事業で熱意を感じとることができるか

③共通項目

項 目 内容

7 汗かき度 自ら汗をかいている事業であるか (資金運用の妥当′l■l

8 ヒアリングポイント 事務局にて実施する事前ヒアリングによる評価

表 3 人づくり・おもてなし部門審査項目
項 目 内容

ボランティア度 ボランティアの精神にあふれたものであるか

2 糸断売性 組織力や計画性がしつかりし、継続的な活動ができるか

3 熱意 自発的事業で熱意を感じとることができるか

4 自立針生 今後補助金がなくても自立していく可能性があるか

5 求心力 多くの人の賛同を得ることができる活動であるか

6 発展性 波及効果や将来的展望がはっきりしているか

7 汗かき度 自ら汗をかいている事業であるか (資金運用の妥当̀l■l

8 ヒアリングポイント 事務局にて実施する事前ヒアリングによる評価
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主体と事業名だけではなく、審査時の獲得点数と補助額も公表されている。

(出所)別府市ホームページ町萄犯1年度防謝陽可府ツーリズム支援事剤 審査結果発表 !!」

より。

表 4 2009年度支援事業の一覧
NO 団体名 事難 得ノ点 補助額

局1府国際観光港みなとまち

づくり協議会

「ポートフェスタ2009～みなとオアシス九州・瀬戸

内大会～」事業

143 300,000

2

別府商工会議所青年部 「第 3回 男|    ～ツリーで広がる愛と夢溢れ
る幻想の森■dチッカマウガツリー」事業

162 300,000

あさ 朝見郷・ロマン散策事業 126 300,000

4
内竃・堂面棚田を再生する会 内竃・堂面棚田の再生及び地域活性化事業 131 500,000

聯 蛤 俳句による町づくり事業 105 138,684

6
男1府ほたる育成実行委員会 男1府ほたる育成整備事業 105 500,000

7
WO法 人わらべ 次世代を担うエコキッズやサポーターの育成「水辺の

統 」撲

124 200,000

8
別府少年少女発明クラブ 噴熙

ノヽ壷塾国

別府少年少女発明クラブ 噴晏八塾」事業 83 160,000

9
IB研究会 内成ウォーキング事業 76 165,000

10
範カメノ鰐絆Б 亀川の歴 83 191,100

どんこ会 128 200,000

12 Beach Hou,se Project BeachHousePttect 2009事 業 101 300,000

13
WO法 人自立支援センター
おおいた

重度障害者の雇用促進と地域経済の活日 126 214,345

14 明磐湯
の花PROJECT 明磐温泉活性化事業 132 300,000

15
柳きくいも会 お議訓″蒻む日三EJフ百ンに発菫繹幸弯諄宅 164 500,000

16
ふるさと会 なつかしの り    」資料写真展と海の散歩事業 83 153,500

小計 4,422,629
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補助を受けた団体では申請した予算計画書に基づいて活動を行つていく。その一例として、

2009年度の事業実施団体である「あさみ地域振興会」では、会が考案した市内の朝見地区の中

の景観や歴史的建築物を市民や観光客とともに回るウォーキングの事業を実施する上で必要と

なる物品を支援事業の補助で作り、ウォーキングを実施しているという33。

2003年度から始まったこの事業は、これまで毎年 20～30件程度の事業が採択されており、

毎年の補助額、即ちツーリズム支援事業の規模は全体で450万円～550万円程度となっている。

このように、支援事業そのものの予算規模は小さく、1件あたりの補助額も表 4に示したよう

に最大で 50万円である。しかし、市民団体の取り組みは熱心であり、ユニークな取り組みも

実施されている。こうした活動が地元新聞やメディアで取り上げられて報道されることで、別

府市内外の関心を引きつけているという0亀 支援を受けた団体の評価も高い。「あさみ地域振興

会」の代表世話人である高崎富士夫氏は、この事業が熱意のある市民団体の活動を支援し、や

る気のある団体の活動を喚起している点を指摘し、事業を高く評価している35。

この取り組みがこのように市民の関心を引き、ユニークな活動を引き出すことに成功してい

る要因の 1つは、支援事業が市民から事業を提案させる形式を取ることで市民主体のまちづく

りを促している点にある。しかし、このことだけでは支援事業は成功しない。というのも、市

民にやる気や機運がなければ、そもそも事業案は出てこないからである。支援事業が成功して

いるもう1つの要因は、市民が身近にある地元の地域固有財に目を向け、自分たちで再評価を

行いながらそれを活用する事業を提案しているノ点にある。

この点について、別府市では 2004年の本支援事業開始前から、市民が独自のまちづくり活

動を展開してきた経緯がある36。 また、こうした市民の活動をネットワーク化し、市民や市民

団体の水平的なつながりを構築し、それを発展させる取り組みを行つてきた。それが市が管理

する「泉都まちづくリネットワーク(通称「泉まちネット」)」 ホームページであり、ここに登

録した市民や市民団体を集めて行う「泉まちネット交流会」である37。 このネットワークには

市は市民団体と同じ位置づけで参加をしており、市行政も含めて各主体が水平的な関係を構築

しているという。

"2010年 1月 21日 に実施した
「あさみ地域振興会」高崎富士夫氏へのヒアリングより。

M男 I府市観光まちづくり課ヒアリングより。

“
高崎富士夫氏へのヒアリング
路男l府市観光まちづくり課ヒアリングより。                      '
釘男1府市観光まちづくり課ヒアリング及硼 11府市ホームページ「泉都まちづくリネットワーク」を参照。観光ま
ちづくり課によると、「泉まちネット」への2004年時点の参加状況は57団体 020個人であったのに対し、2009
年 12月 の時点の参加状況は114団体・111個人となっているという。
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このように、市ではまちづくりを目的として出てきた市民活動をまちづくりの核の 1つに据

え、それらを支える支援事業や「泉まちネット」など、市民活動を活性化して展開させていく

制度を実施している。こうした市全体の地域づくり活動について、市の中では従来の「観光が

地域をつくる」状態から昨今の「地域が観光をつくる」状況に大きく変化したという評価もな

されている亀

以上、別府市の「泉都ツーリズム支援事業」と、市の市民団体間のネットワーク化の取り組

みについて述べてきた。この支援事業のように、市民団体が事業を提案し、行政側がそれを評

価して補助金をつけるという市民提案型のボトムアップ事業は、他の地域でも実施されている

39。 しかし、別府市の事例はこうした政策のあり方について興味深い論点を提起している。そ

れは、市民主体のまちづくりを地域振興の核に据えるためには、市民のやる気を引き出すよう

な制度設計を行つた政策を実施するだけでは不十分だという点である。そして、これは市民に

よる積極的な取り組みがあつてこそ成立するものであり、これを支えるネットワークも必要と

なるという点である。

市民によるまちづくり活動を含めた別府市の取り組みは、池上の固有価値論から考えると、

池上の議論にほぼ適合した形での地域固有財を活用した地域づくりを行つているといえる。市

民団体の中には、「あさみ地域振興会」のように、地元の地域固有財を見直して再評価するとと

もに、それを活用する事業を考案しながら地域振興を図ろうとする動きがいくつか出ている。

そして市ではそうした事業を支援するとともに、市民や市民団体間のネットワークを構築し、

地域づくりのための情報交換や交流を図る機会を提供している。まさに、池上が展開した固有

価値論とそれに基づいた地域づくりを実践しているといえよう。

以上述べてきた別府市の取り組みは、地域固有財を中心にコミュニティの再構築につながり、

社会的側面の活性イヒにつながっている可能性がある。農山村地域における集落を対象としてい

る議論であるが、河村は集落活性化を考える際に、産業活動だけではなくコミュニティ活動な

どの社会的な活動も重要であることを指摘しているヽ 、1999。 そして、こうした社会的側面

の活性化は、社会関係資本の蓄積につながり、社会関係資本をベースとする持続可能な発展や

持続可能な社会に展開する可能性がある鰭富,2009。 今後更に調査を行つて検証するとともに、

時間的な経過も観察する必要があるが、別府市の取り組みは、池上のいう固有価値を軸とする

田2010年 1月 21日に開催されたボランティアガイド講座の中で、NPO男1府八湯トラスト代表世話人である河
村建一氏は、別府市で行われている市民主体による観光まちづくりの動きをこのように表現された。
39その一例として小田切0000、 拙稿0010を参照のこと。
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地域づくりを実践するだけではなく、社会関係資本をベースとする持続可能な発展や持続可能

な社会につながる可能性を秘めているという′点で、非常に興味深い事例である。こうした別府

市の取り組みに、観光地再生のための地域政策の可能性を見出すことができる。

5。 おわりに

本稿では観光不振に起因する危機に直面する観光地の再生を目的とする政策課題と、再生の

ための地域政策の方向性や可能性についての議論を試みた。具体的には、観光をめぐってなさ

れてきた先行研究のサーベイとこれまでに行つた事例調査から得られた事実と知見をもとに、

まず観光の経済学的特徴を把握した。具体的には、地域固有財を活用した経済活動であり、地

域全体を潤す可能性を有する経済活動である半面、地域から捉えたときに不確実性を伴ってい

る。次にそれらに起因して提起され、実際に現在観光地が直面している政策課題及び財政需要

の内容について論じた。観光公害べの対応や社会保障関連の財政需要があることを明ら力ヽ こし

た。その上で、これらに対応する政策的手段について、観光税と市民主体のまちづくりについ

て検討した。前者は地域でも注目されてきたが、実際に導入を検討するといくつか困難がある

ことを明ら力ヽ こした。後者については、池上の固有価値論に基づいた市民主体のまちづくりを

通じた観光振興という方向性があることを踏まえながら、別府市の取り組みに注目し、この取

り組みに観光地再生を目的とする地域政策の可能性があることを論じた。

冒頭でも述べたように、本稿で展開した議論は試論である側面もあるため、いくつか大きな

研究課題が残されている。第 1に、観光不振に陥ることで地域にもたらされる影響の内容につ

いて更なる解明が必要となる。更に、不振に陥るプロセスと、不振をもたらす諸要因間の相互

関係を解明することも必要となる。繰り返し述べているように、観光は非常に注目されt期待

されている活性化手段である。しかしそれにも関わらず、それが不振に陥った場合どういう事

態が地域にもたらされるのか、それはどういうプロセスを経てもたらされるのかを論ずる研究

が行われていないに等ししゝ 具体的には、観光地が危機に陥る要因はどこにあるのか、また経

済、財政、金融、雇用などの分野の制度には問題はないのか、更にこれらの分野にどのように

影響を及ばし、その相互関係はどうなっているのかといった諸点である。これらについて、歴

史的経緯や過去観光地の主体による危機への対応も関心ある課題である。こうした課題を明ら

力ヽ こしなければ観光地再生のための政策提案は難しいと考える8:

この課題に取り組んでいく上での 1つのテーマは、観光地の中で展開される宿泊業等におけ

る価格競争の影響である。これまでに行つてきた調査で少なからず聞いたことは、地域内で観
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光関連サービスの価格競争が起こり、その過程で老舗旅館等の倒産等が起きていること、そし

て競争に勝ったホテルなどに客が集中しているということである。こうした競争が行われてい

る中で、観光地の労働市場や生活にどういうインパクトがもたらされているかを検証すること

が必要となる。こうした観光地内の価格状況は、第 2節で述べた観光需要の推計及び観光客に

よる観光地選択モデルの分析が行われてきているが、観光サービスを供給する側の観光地の地

域の状況も分析することが必要となろう。

第 2に、観光分野に関する政府間財政関係の解明である。本稿では観光地で生ずる財政需要

に対応する方法として、観光税の導入と市民主体のまちづくりに基づいた観光振興を検討した。

しかし、それだけではなく、本文中でも述べたように、観光地の財政需要に対応する地方交付

税などの国からの財政移転も重要な財源の 1つである。それにも関わらず、それが観光地の財

政需要にどの程度対応しているのか、問題や課題は何かということについては、筆者が知る限

り大坂(1983)を除いて検証がなされていない。更に、都道府県と市町村との関係はどうなって

いるの力ヽ こついても、これまでの研究で扱われてない。不安定な地域経済構造を有する観光地

の自治体にとつて財源の確保は重要なテーマであるため、政府間財政関係についての研究は必

要であると考える。

最後に、本文中でも述べたが、別府市の取り組みは更なる検証が必要であると考える。今後

も別府市の動向に注目していきたいと考えている。

侃

本稿は 2009年度静岡大学人文学部競争的配分経費、及び同年度人文学部経済学科競争的配

分経費による成果の一部である。本稿を執筆するにあたり、静岡県下田財務事務所管躙 麟す

誠氏、別府市政策推進課浜口善友氏及び加藤ひろみ氏、観光まちづくり課牧宏爾氏、ハローワ

ーク別府後藤貞秀氏及び中島敏光氏より御協力をいただいた。また、牧氏の紹介により、「あさ
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